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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第59期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第60期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第59期

会計期間

自平成21年
２月１日
至平成21年
４月30日

自平成22年
２月１日
至平成22年
４月30日

自平成21年
２月１日
至平成22年
１月31日

売上高（千円） 265,121 370,5981,322,588

経常利益又は経常損失（△）（千円） △107,480 2,714 △599,686

四半期（当期）純損失（△）（千円） △99,581 △57,699△928,805

純資産額（千円） 4,742,2794,252,9824,162,523

総資産額（千円） 5,943,8765,356,8565,318,983

１株当たり純資産額（円） 703.96 632.84 618.81

１株当たり四半期（当期）純損失金額（△）（円） △15.07 △8.74 △140.60

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） 78.2 78.0 76.8 

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
2,701 △82,646△317,592

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
20,162 473,329 730,694

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△4 △32 △96

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 387,4361,194,313802,457

従業員数（人） 487 692 597

  （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

        ２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

  当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

  当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年４月30日現在

従業員数（人） 692     

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

　　　　２．従業員数が前期末に比して95名増加いたしましたのは、生産体制拡充に伴う連結子会社（珠海富田電子有限公

司）の人員採用によるものであります。　

 

(2）提出会社の状況

 平成22年４月30日現在

従業員数（人） 128     

　（注）従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、同一セグメントに属する電子部品材料の製造、販売を行っており、当該

事業以外に事業の種類がないため、製品別に記載しております。

　当第１四半期連結会計期間における生産実績は、次のとおりであります。

区分 金額（千円） 前年同四半期比（％）　

フェライトコア 293,288 184.9

コイル・トランス 87,987 81.3

その他　 － －

合計 381,275 137.9

　（注）１．金額は、販売価格で表示しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

区分 受注高（千円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（千円）
前年同四半期比
（％）

フェライトコア 276,621 183.1 55,438 189.5

コイル・トランス 92,081 78.5 23,544 79.6

その他 4,708 35.3 － －

合計 373,411 132.5 78,983 125.4

　（注）１．金額は、販売価格で表示しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当社グループ(当社及び連結子会社)は、同一セグメントに属する電子部品材料の製造、販売を行っており、当該事

業以外に事業の種類がないため、製品別に記載しております。

　当第１四半期連結会計期間における販売実績は、次のとおりであります。

区分 金額（千円） 前年同四半期比（％）

フェライトコア 284,925 196.7

コイル・トランス 80,964 74.8

その他 4,708 39.2

合計 370,598 139.8

　（注）１．金額は、販売価格で表示しております。

２．前第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は次のとおりであります。

　　　なお、当第１四半期連結会計期間において、総販売実績の100分の10以上となる相手先がありませんので記載

を省略しております。　

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年４月30日）

金額（百万円） 割合（％）

PANASONIC ASIA PACIFIC PTE. LTD.60,675 22.9

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 　   また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1）経営成績の分析

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界同時不況の最悪期を脱し、特に新興国向けを中心に輸出の

増加により企業収益の回復の兆しがあるものの、依然として雇用情勢や個人消費は厳しい状況で推移致しました。

　　　　世界経済につきましては、中国を始めとした新興国においては持続的な成長が続きました。欧米諸国は長引く景気の

落込みがようやく底を打ち、緩やかな回復が見られましたが、ユーロ圏での金融不安が新たな懸念材料となってお

ります。

　　　　当電子部品業界は世界市場全体での在庫調整も落ち着き、先行き不透明ながらも受注回復の兆しが見えてきた感があ

ります。

　　　　この様な市場環境の中で当社は、赤字脱却を目指して不採算製品の価格改定もしくは生産中止、並びに中国への生産

移管を積極的に進めているところであります。

　　　　第１四半期の売上高は３億７千万円（前年同期比39.8％の増加）となりました。その主な要因と致しましては、コイ

ル・トランスは東南アジア向けの輸出が若干減少しましたが、フェライトコアは国内では中国向け産業機器関連で

の回復、海外では市場全体での回復により売上が増加したことにより、売上全体としては大きく増加致しました。

　　　　損益面では、売上高は増加しましたがコスト削減が及ばず営業損失は６千９百万円（前年第１四半期は２億５百万円

の営業損失）となりました。営業外収益における投資有価証券評価益等により経常利益は２百万円（前年第１四半

期は１億７百万円の経常損失）、投資有価証券の売却損の発生等により四半期純損失は５千７百万円（前年第１四

半期は９千９百万円の四半期純損失）となりました。

 

(2) 財政状態の分析　

  当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べて３千７百万円増加し、５３億５千

６百万円となりました。このうち、流動資産は２２億２千２百万円、固定資産は３１億３千４百万円となりました。　

  当第１四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べて５千２百万円減少し、１１億３百

万円となりました。このうち、流動負債は２億３百万円、固定負債は９億円となりました。　　　　　　　　　　　

  当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べて９千万円増加し、４２億５千２

百万円となりました。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動・財務活動により

減少したものの、投資活動で増加となり、前連結会計年度末に比べ３億９千１百万円増加し、１１億９千４百万円

（前年第１四半期末残高３億８千７百万円）となりました。

　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によって使用した資金は、８千２百万円（前年第１四半期は２百万円の増加）となりました。これは主

に、税金等調整前四半期純損失によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によって得られた資金は、４億７千３百万円（前年第１四半期は２千万円の増加）となりました。これ

は主に、投資有価証券の売却収入によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によって使用した資金は、０百万円（前年第１四半期は０百万円の減少）となりました。これは自己株

式の取得によるものであります。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5）研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１千８百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

  当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年４月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年６月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,169,793 8,169,793
大阪証券取引所（ジャス

ダック市場）

単元株式数

 1,000株

計 8,169,793 8,169,793 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年２月１日～

平成22年4月30日
－ 8,169,793－ 1,966,818－ 2,066,026

 

（６）【大株主の状況】

  大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

  当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年１月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 平成22年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式1,564,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式6,561,000 6,561 －

単元未満株式 普通株式   44,793 －
１単元(1,000株)未満

の株式

発行済株式総数 8,169,793 － －

総株主の議決権 － 6,561 －

　

②【自己株式等】

 平成22年１月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

トミタ電機株式会社
鳥取県鳥取市幸町

123番地
1,564,000 － 1,564,000 19.14

計 － 1,564,000 － 1,564,000 19.14
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年２月 ３月 ４月

最高（円） 87 85 124

最低（円） 78 79 83

　（注）　平成22年４月１日より大阪証券取引所（ジャスダック市場）における最高・最低株価を記載しており、それ以前

はジャスダック証券取引所における最高・最低株価を記載いたしました。

３【役員の状況】

  前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成21年２月１日から平成21年４月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成22年２月１日から平成22年４月30日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成22年２月１日から平成22年４月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成21年２月１日から平

成21年４月30日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年２月１日から平成22

年４月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年２月１日から平成22年４月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年４月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,194,313 802,457

受取手形及び売掛金 375,674 ※2
 378,368

商品及び製品 165,371 148,452

仕掛品 177,308 168,235

原材料及び貯蔵品 153,401 158,390

その他 156,691 119,662

貸倒引当金 △218 △211

流動資産合計 2,222,541 1,775,355

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 375,544 382,022

機械装置及び運搬具（純額） 141,567 152,550

土地 1,766,275 1,766,275

その他（純額） 36,226 35,725

有形固定資産合計 ※1
 2,319,614

※1
 2,336,574

無形固定資産 39,676 39,408

投資その他の資産

投資有価証券 770,162 1,162,690

長期前払費用 4,584 4,678

その他 638 638

貸倒引当金 △362 △362

投資その他の資産合計 775,023 1,167,645

固定資産合計 3,134,314 3,543,627

資産合計 5,356,856 5,318,983
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年４月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年１月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 69,225 91,806

未払法人税等 3,187 8,703

未払費用 80,866 85,715

賞与引当金 20,014 11,441

その他 30,079 36,961

流動負債合計 203,372 234,628

固定負債

リース資産減損勘定 741 1,180

繰延税金負債 55,855 39,363

再評価に係る繰延税金負債 271,652 271,652

退職給付引当金 350,902 389,693

役員退職慰労引当金 211,654 210,244

その他 9,695 9,698

固定負債合計 900,502 921,832

負債合計 1,103,874 1,156,460

純資産の部

株主資本

資本金 1,966,818 1,966,818

資本剰余金 2,066,026 2,066,026

利益剰余金 174,712 232,411

自己株式 △226,128 △226,095

株主資本合計 3,981,429 4,039,161

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △12,522 △153,351

土地再評価差額金 244,829 244,829

為替換算調整勘定 △33,938 △43,206

評価・換算差額等合計 198,368 48,271

少数株主持分 73,183 75,089

純資産合計 4,252,982 4,162,523

負債純資産合計 5,356,856 5,318,983
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年２月１日
　至　平成21年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年２月１日
　至　平成22年４月30日)

売上高 265,121 370,598

売上原価 362,915 319,155

売上総利益又は売上総損失（△） △97,794 51,442

販売費及び一般管理費 ※
 108,194

※
 121,434

営業損失（△） △205,989 △69,992

営業外収益

受取利息 1,095 7,550

受取配当金 755 377

投資有価証券評価益 21,965 42,315

為替差益 61,001 9,898

雑収入 15,132 14,003

営業外収益合計 99,950 74,145

営業外費用

雑損失 1,441 1,438

営業外費用合計 1,441 1,438

経常利益又は経常損失（△） △107,480 2,714

特別利益

固定資産売却益 206 －

投資有価証券売却益 2,326 27,855

貸倒引当金戻入額 727 5

退職給付引当金戻入額 － 4,210

役員退職慰労引当金戻入額 － 1,450

特別利益合計 3,261 33,521

特別損失

固定資産除却損 75 －

固定資産売却損 5 －

投資有価証券売却損 13 95,416

特別損失合計 95 95,416

税金等調整前四半期純損失（△） △104,314 △59,181

法人税、住民税及び事業税 1,276 1,276

少数株主損失（△） △6,010 △2,758

四半期純損失（△） △99,581 △57,699
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年２月１日
　至　平成21年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年２月１日
　至　平成22年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △104,314 △59,181

減価償却費 42,231 29,162

長期前払費用償却額 210 94

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,318 7

賞与引当金の増減額（△は減少） 17,810 8,573

退職給付引当金の増減額（△は減少） △15,754 △38,790

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △13,157 1,410

受取利息及び受取配当金 △1,851 △7,927

為替差損益（△は益） △21,637 △4,084

有形固定資産売却損益（△は益） △201 －

投資有価証券売却損益（△は益） △2,312 67,561

投資有価証券評価損益（△は益） △21,965 △42,315

有形固定資産除却損 75 －

売上債権の増減額（△は増加） 131,590 4,810

たな卸資産の増減額（△は増加） 18,027 △16,150

その他の流動資産の増減額（△は増加） 28,133 9,284

仕入債務の増減額（△は減少） △47,357 △23,714

その他の流動負債の増減額（△は減少） 1,359 △12,959

その他の固定負債の増減額（△は減少） △1,568 △441

小計 6,999 △84,661

利息及び配当金の受取額 797 7,121

法人税等の支払額 △5,096 △5,107

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,701 △82,646

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △9,895 △6,760

有形固定資産の売却による収入 260 －

投資有価証券の売却による収入 29,904 480,090

長期前払費用の取得による支出 △106 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 20,162 473,329

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △4 △32

財務活動によるキャッシュ・フロー △4 △32

現金及び現金同等物に係る換算差額 13,445 1,204

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 36,304 391,855

現金及び現金同等物の期首残高 351,131 802,457

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 387,436

※
 1,194,313
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　　 当第１四半期連結会計期間（自　平成22年２月１日　至　平成22年４月30日）

　　　 該当事項はありません。 
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【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日）

１．たな卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定す

る方法によっております。また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性

の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行

う方法によっております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法 　固定資産の年度中の取得、売却及び除却等の見積りを考慮した予算を策定し

ているため、当該予算に基づく年間償却予定額を期間按分して算定しており

ます。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　当第１四半期連結会計期間（自　平成22年２月１日　至　平成22年４月30日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年４月30日）

前連結会計年度末
（平成22年１月31日）

※１有形固定資産の減価償却累計額は、4,867,380千円であ

ります。

※１有形固定資産の減価償却累計額は、4,829,821千円であ

ります。

　 ※２連結会計年度末日満期手形

　　　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理をしております。なお、当連結

会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連

結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含ま

れております。

　　　受取手形　　　　　　　　　　　　 5,987千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年４月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日）

※販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

※販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

荷造運賃 6,865千円

支払手数料 10,384千円

役員報酬 7,640千円

給料 34,504千円

賞与 4,883千円

賞与引当金繰入額 4,095千円

退職給付費用 2,178千円

役員退職慰労引当金繰入額 2,882千円

法定福利費 3,618千円

減価償却費 5,999千円

荷造運賃 13,112千円

支払手数料 18,692千円

役員報酬 6,261千円

給料 38,296千円

賞与 4,258千円

賞与引当金繰入額 2,310千円

役員退職慰労引当金繰入額 2,860千円

法定福利費 3,695千円

減価償却費 5,200千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年４月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 387,436千円

預入期間が３ケ月を超える定期預金等 －千円

現金及び現金同等物 387,436千円

　

現金及び預金勘定 1,194,313千円

預入期間が３ケ月を超える定期預金等 －千円

現金及び現金同等物 1,194,313千円
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年４月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年２月１日　至　

平成22年４月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  8,169,793株 　

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  1,564,926株 　

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

（1）配当金支払額

該当事項はありません。　

 

（2）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間末後

となるもの

該当事項はありません。　
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年２月１日　至平成21年４月30日）

　当社グループは、同一セグメントに属する電子部品材料の製造、販売を行っており、当該事業以外に事業の種類

がないため、該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間（自平成22年２月１日　至平成22年４月30日）

　当社グループは、同一セグメントに属する電子部品材料の製造、販売を行っており、当該事業以外に事業の種類

がないため、該当事項はありません。

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年４月30日）

項目 日本（千円）
東アジア
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高                     

(1)外部顧客に対する売上高 203,823 61,297 265,121 － 265,121

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高
40,653 74,265 114,918 (114,918) －

計 244,477 135,562 380,039 (114,918)265,121

営業損失 126,127 76,574 202,702 3,286 205,989

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日）

項目 日本（千円）
東アジア
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高                     

(1)外部顧客に対する売上高 252,708 117,889 370,598 － 370,598

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高
85,041 124,465 209,507 (209,507) －

計 337,750 242,355 580,105 (209,507)370,598

営業損失 30,448 37,994 68,442 1,549 69,992

　（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

　　　　２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

　　　　　　　東アジア………香港、中国　

３．会計処理の変更

　　前第１四半期連結累計期間

　　(棚卸資産の評価に関する会計基準)

　   「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」(1)に記載のとおり、当第１四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分)を適

用しております。これにより日本の営業費用は21,531千円増加し、営業損失は同額増加しております。
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【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年２月１日　至平成21年４月30日）

 東アジア その他 計

海外売上高（千円） 168,002 9,383 177,385

連結売上高（千円） － － 265,121

海外売上高の連結売上高に占める

割合（％）
63.4 3.5 66.9

当第１四半期連結累計期間（自平成22年２月１日　至平成22年４月30日）

 東アジア その他 計

海外売上高（千円） 178,442 11,131 189,573

連結売上高（千円） － － 370,598

海外売上高の連結売上高に占める

割合（％）
48.1 3.0 51.2

　（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

東アジア…………中国、香港、台湾、タイ、シンガポール、マレーシア

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（有価証券関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成22年４月30日）

　その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会

計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

　 取得原価（千円）
四半期連結貸借対照表計上

額（千円）
差額（千円）

(1)株式 290,432 393,185 102,753

(2)債券 　 　 　

   国債・地方債等 － － －

   社債 290,043 288,913 △1,129

   その他 － － －

(3)その他 187,805 129,516 △58,288

合計 768,281 811,615 43,334

（注）下落率が50％以上の場合は、すべて減損処理の対象とし、時価と簿価の差額については、評価損を計上する

こととしております。下落率が30％以上50％未満の場合は、個別に回復可能性を検証したうえで回復可能性

があるものを除いて減損処理の対象とし、時価と簿価の差額については、評価損を計上することとしており

ます。具体的には、時価が過去１年間にわたり著しく下落した状態にある場合を減損処理の対象としており

ます。

　

（デリバティブ取引関係）

デリバティブ取引は、全く行っておりませんので該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年２月１日　至　平成22年４月30日）

該当事項はありません。　

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年４月30日）

前連結会計年度末
（平成22年１月31日）

１株当たり純資産額 632.84円 １株当たり純資産額 618.81円

２．１株当たり四半期純損失金額

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年４月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日）

１株当たり四半期純損失金額 15.07円 １株当たり四半期純損失金額 8.74円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年４月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日）

１株当たり四半期純損失金額         

四半期純損失（千円） 99,581 57,699

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 99,581 57,699

普通株式の期中平均株式数（株） 6,606,311 6,605,067
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。　

 

（リース取引関係）

　リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じて会計処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計

年度末に比べて著しい変動がありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年６月12日

トミタ電機株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 寺澤  　豊　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　操司　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトミタ電機株式会社

の平成21年２月１日から平成22年１月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成21年２月１日から平成21

年４月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トミタ電機株式会社及び連結子会社の平成21年４月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年６月14日

トミタ電機株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 寺澤  　豊　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　操司　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトミタ電機株式会社

の平成22年２月１日から平成23年１月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年２月１日から平成22

年４月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年２月１日から平成22年４月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トミタ電機株式会社及び連結子会社の平成22年４月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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